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洋上風力における「日本版セントラル方式」の進展と今後の展望 

 

政府は 2020 年に公表した「洋上風力産業ビジョン（第一次）」において、2030 年までに 1,000

万 kWの洋上風力発電の導入を目標に掲げました。その後、再エネ海域利用法に基づく公募が実施さ

れ、2024 年 1 月 19 日には新たに

「青森県沖日本海（南側）」と「山

形県遊佐町沖」の公募（第 3ラウ

ンド）が開始されました。両海域

を合算して、約 100 万 kW の発電

能力が期待されていますが、2023

年 12 月末時点で操業中の洋上風

力発電は 15.35 万 kW に留まって

おり、2030年の目標達成のために

は継続的な案件の形成が不可欠

です。 

本稿では、案件形成を加速化さ

せるために議論されてきた「日本

版セントラル方式」と案件形成の

今後の展望についてご紹介します。 

 

１．「日本版セントラル方式」とは 

2018年の再エネ海域利用法施行により、政府による海域指定と事業者選定、地元を含む利害調整

を行う仕組みが実現しました。その一方で、指定海域における先行利用者の状況、環境への影響、

風況、海底地盤、気象・海象といった情報については、各事業者が個別に地元地域や漁業者と交渉

したり、調査等を実施する状況が続いています。その重複感から地元を含む関係者の負担の増加や

その非効率性が課題として認識されてきました。 

上記背景を踏まえ、政府は案件形成の初期段階から国や自治体が一層関与することにより、迅速

かつ効率的な情報提供や利害調整を行う「日本版セントラル方式」の導入に向けた議論を 2022年度

から加速しています。洋上風力発電の導入で先行する欧州各国の方式を参考にした仕組みであるこ

とから「日本版セントラル方式」と呼ばれています。 
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（出典：経済産業省 HP 掲載資料より抜粋） 

（出典：経済産業省 HP 掲載資料より抜粋） 



 

２．「日本版セントラル方式」導入に向けたこれまでの取組 

政府は 2022年に、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）による調査実施を可能

とする法改正を行いました。また、2023年 1月には「洋上風力発電に係るセントラル方式の運用方

針［骨子］」として全体像をまとめ、公表しています。 

JOGMECが 2024年度から開始する調査対象区域には 3区域※が選定されており、国が調査を主導し

情報提供することにより、案件形成の効率化と加速化が推進される見通しです。 
※北海道岩宇・南後志地区沖（浮体）、北海道島牧沖（浮体）、山形県酒田市沖 

 

３．案件形成の今後の展望 
「日本版セントラル方式」の進展に加え、洋上風力の設置区域拡大の議論が進められています。 

2024 年 3 月 6 日現在、内閣府が再エネ海域利用法の改正法案を開会中の通常国会に提出する調整

に入っており、同法で定める設置場所を沿岸から 12海里（約 22km）の領海および内水から、排他的

経済水域まで拡大する計画

です。 

日本の排他的経済水域と領

海を合わせた広さは世界第 6

位を誇り、法改正の実現は、

浮体式による大規模な建設

候補地を増加させるととも

に、日本の「オフショア」産

業の振興が期待されます。 
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